
1 

 

事 務 連 絡 

令和４年１１月８日 

各都道府県 

財政担当課 

市町村担当課   御中 

地方創生担当課 

 

経済産業省 資源エネルギー庁 資源・燃料部 石油流通課 

 

 

地方創生臨時交付金のＬＰガス料金上昇抑制に向けた活用のお願い 

 

日頃より資源エネルギー行政に御理解・御協力をいただきありがとうございます。 

さて、本年９月２０日に、足元の物価高騰に対する追加対策等を目的として、コロナ物

価予備費の使用が閣議決定されました。その中に、総額６，０００億円の地方創生臨時交

付金（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金）の創設が盛り込まれ、各地方

公共団体が、推奨事業メニューに応じて電力・ガス・食料品等の価格高騰への対応を地域

の実情に応じて重点的・効果的に活用できるようになりました。 

こうした中、政府は、足下の物価高騰など経済情勢の変化に切れ目なく対応するため、

１０月２８日に、エネルギー・食料品等の価格高騰の影響により厳しい状況にある生活者

や事業者の方々を支援することなどを柱とした「総合経済対策」を策定しました。 

総合経済対策では、電気・都市ガス料金の負担を直接的に軽減する企業・家庭向けの対

策が含まれた一方で、ＬＰガスについては、原料となるプロパンは都市ガスの原料である

ＬＮＧと比べて価格が安定しており今後大きな上昇を見込んでいないことに加え、約１万

７千社あるＬＰ事業者を通じた直接的な料金軽減対策は執行が難しいことから、構造的に

高価なＬＰガス料金の上昇抑制に向けた配送合理化等の支援等を講じたところです。 

そのうえで、地方公共団体におかれましては、地域のエネルギーとしてＬＰガスが重要

であり、企業・家庭向けの直接的な負担軽減対策を講じる必要があるという地域の実情が

ある場合に、地方創生臨時交付金を活用することも可能ですので、御検討いただきますよ

うお願いいたします。 

各都道府県におかれましては、関係部局及び都道府県内の各市区町村に対してもこの旨

周知いただきますようよろしくお願いします。 
 

【添付資料】（別添）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における「電力・

ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」の取扱いについて（令和４年１１月８日

付け内閣府地方創生推進室事務連絡） 
 

（照会先） 

経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課 

ＬＰ担当 吉野・佐々木 

直通 ０３－３５０１－１３２０ 
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＜御参考＞ＬＰガス料金の上昇抑制に対する負担軽減対策の例 

 

（消費者向け事業例） 

・ＬＰガス利用者から、令和５年１月から３月のＬＰガス料金の領収書を提出してもらい、

前年同時期と比較した価格上昇分を補てんする給付金制度 

・ＬＰガス利用者向けに、地域で活用できる商品券を、ＬＰガス事業者が検針の機会などに

配布する、地域での消費を下支えする取組 

 

（ＬＰガス多消費企業向け事業例） 

・陶磁器製造、繊維産業、施設園芸などのＬＰガス多消費産業を支援するため、１事業者当

たり一定額（例えば１０万円）を支給 

・中小企業が投資するＬＰガス消費設備の新規設置・更新費用の３／４を支援する設備導入

補助金 

 



1 

事 務 連 絡 

令和４年 11 月８日 

各都道府県 

財政担当課 

市町村担当課   御中 

地方創生担当課 

内閣府地方創生推進室 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金における 

「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」の取扱いについて 

今般、「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」（令和４年 10月 28日閣議決定。

以下「総合経済対策」という。）において、日常生活に密接なエネルギー・食料品等の価格上

昇が続いることへの対策として、ＬＰガスの配送合理化等の企業向け支援措置が盛り込まれ

たところです。 

これまでも電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金（以下「重点交付金」とい

う。）等を活用し、ＬＰガスをはじめとするエネルギー・食料品等の価格上昇の影響を踏まえ

た支援が可能となっているところです。総合経済対策を踏まえ、ＬＰガス価格の上昇抑制に

対し、各地方公共団体が実施する直接的な負担軽減対策に重点交付金等を活用できる旨を明

示するよう、経済産業省資源エネルギー庁から要望があったことから、そのことをより明確

にするため、推奨事業メニューを別紙のとおり見直しを行いました。 

各地方公共団体におかれましては、関係部局間で十分連携の上、地域の実情に応じ重点交

付金等を活用した必要な支援の検討を進めていただくようお願いします。 

各都道府県におかれましては、貴管内市町村へもこの旨周知されますようよろしくお願い

します。 

（照会先） 

内閣府地方創生推進室 

  臨時交付金担当 畑・中井・仙田・寺田・窪田・中村 

反町・上坂 

  直通  03（5501）1752 

メール e.chiho-rinji.p7c@cao.go.jp

（別添）

mailto:e.chiho-rinji.p7c@cao.go.jp


事業者支援

② エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て
世帯支援

物価高騰による小中学生の保護者の負担を軽減する
ための小中学校等における学校給食費等の支援
※ こども食堂に対する負担軽減のための支援やヤングケアラーに対す

る配食支援等も可能。

推奨事業メニュー

⑥ 農林水産業における物価高騰対策支援

農業者が構成員となる土地改良区における農業水利
施設の電気料金高騰に対する支援や、高騰する化学肥
料からの転換に向けて地域内資源を活用する独自の取
組などの支援

⑤ 医療・介護・保育施設、公衆浴場等に対する物価高騰
対策支援

医療機関、介護施設等、障害福祉サービス施設等、保
育所等、公衆浴場等に対するエネルギー・食料品価格の
高騰分などの支援

① エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得
世帯支援

住民税非課税世帯以外の世帯を含む低所得世帯を対象
とした、電力・LPガスを含むエネルギー・食料品価格等の
物価高騰による負担を軽減するための支援

※ 住民税非課税世帯には、「電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援
給付金」として、１世帯当たり５万円をプッシュ型で給付。

⑦ 中小企業に対するエネルギー価格高騰対策支援

中小企業に対するLPガスをはじめエネルギー価格高騰
の影響緩和や省エネ・賃上げ環境の整備などの支援

③ 消費下支え等を通じた生活者支援

LPガスをはじめエネルギー・食料品価格等の物価高騰
の影響を受けた生活者に対してプレミアム商品券や地域
で活用できるマイナポイント等を発行して消費を下支えす
る取組などの支援

※ 地方公共団体が、上記の推奨事業メニューよりも更に効果があると考えるものについては、実施計画に記載して申請可能。

⑧ 地域公共交通や地域観光業等に対する支援

地域公共交通事業者や地域観光事業者等（飲食店を含
む）に対するエネルギー価格高騰の影響緩和、省エネ対
策、地域に不可欠な交通手段の確保、コロナ禍にあっての
事業継続、地域特性を踏まえた生産性向上に向けた取組
などの支援

生活者支援

④ 省エネ家電等への買い換え促進による生活者支援

家庭におけるエネルギー費用負担を軽減するための省
エネ性能の高いエアコン・給湯器等への買い換えなどの支
援

別紙
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